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＊中国経済　春節明けも休止…新型肺炎　8割地域で生産再開延期
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の感染拡大で、中国の生産活動が停滞する恐れが出てきた。ｳｲﾙ
ｽの拡散防止のため春節（旧正月）休暇後も企業に休業延長や従業員の出勤を控えるよう
指示をした省、直轄市、自治区は確認できた範囲で少なくとも全体の8割の25になった。現在
は9日までの休業が多いが再開が一段と遅れれば、電機などで中国を起点に世界のｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝが目詰まりする可能性もある。
⦿中国では休業延長や出勤を控える指示が広がる「（）内盛んな産業」
　・13日まで休暇延長＝湖北省（自動車）
　・9日まで在宅勤務＝北京市、休業延長。・休業延長＝天津市（自動車）
　・9日まで休業延長＝他の中国都市、（電機・日用品）、（ｽﾏﾎ）、（自動車）

＊古紙、再利用「優等生」に影…回収網の維持難しく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国環境規制で在庫増➝価格下落
段ﾎﾞｰﾙや新聞など古紙のﾘｻｲｸﾙに危機が迫っている。環境規制を強める中国への輸出が
減り、古紙の価格も下落。採算の悪化で古紙回収が一時止まったり、引き取り業者が撤退し
たりする自治体が出てきた。古紙は回収率が8割を超え「ﾘｻｲｸﾙの優等生」と言われてきた
が、回収網の維持が難しくなりつつある。

＊JTB、中国ﾂｱｰ中止…航空2社は運休・減便検討「新型肺炎拡大」
中国で発生した新型肺炎の広がりが日本の旅行、航空ｻｰﾋﾞｽに影響し始めている。JTBは
31日、日本から香港、ﾏｶｵを含めた中国行きのﾊﾟｯｹｰｼﾞﾂｱｰを2月29日出発分まで全て中止
すると決めた。全日空空輸（ANA)は中国便の運休を検討せざるを得ないとしている。
・外務省が31日、湖北省を除く中国全土で感染症危険情報を不要不急の渡航を禁ずる「ﾚﾍﾞ
ﾙ2」に引き上げ、旅行ｻｰﾋﾞｽへの影響が広がった。
・武漢市のある湖北省は、渡航中止勧告にあたる「ﾚﾍﾞﾙ3」だ。

＊製薬大手、3社が上方修正…今期、主力薬が好調「税負担減少」
・第一三共の今期業績予想の上方修正は2回目。主力薬の売れ行きが好調で、売上収益も
4%増。1月に米国で発売の抗がん剤「ｴﾝﾊｰﾂ」も約「20億円」を売り上げる。
・ｴｰｻﾞｲも20年3月期の純利益を200億円引上げ、前期比60%増で最高益。
　米国子会社で税務調査による追加課税が発生せず、引当金を戻し入れ。
・小野薬の純利益は7%増。従来予想を20億円上回る予想。「ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ」などで臨床試験の遅
れや研究開発の見直しがあり、販管費減少。
⦿製薬4社の3月期見通し
①第一三共＝「売上9700億円（4%）、純利益1100（18）」②ｱｽﾃﾗｽ＝「売上1兆2560（▴4）、純
益2100（▴6）」③ｴｰｻﾞｲ＝「売上6800（6）、純益1016（60）」④小野薬＝「売上2900（微増）、550
（7）」

＊TV液晶　韓国生産中止…LG系、中国勢攻勢で採算悪化
液晶ﾊﾟﾈﾙ世界最大手の韓国LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰは31日、国内でのﾃﾚﾋﾞ向け液晶ﾊﾟﾈﾙの生産を中
止する方針を明らかにした。中国勢が生産を増やして、採算改善の見通しがつかないため。
・ﾃﾚﾋﾞ向け液晶ﾊﾟﾈﾙは中国の広州市の自社工場で生産を続ける。
・有機ELﾊﾟﾈﾙの供給を始めたが、品質安定ぜず、納入量が伸び悩む。

＊韓国SK,営業益95%減…10～12月　汎用半導体が低調
韓国半導体大手のSKﾊｲﾆｯｸｽが31日発表した2019年10～12月期連結決算は、営業利益が
2360億㌆（約217億円）と前年同期比95%減。同社が得意とする汎用半導体のﾒﾓﾘｰの価格低
迷が響いた。SKの業績はまだ下げ止まっていない。車辰錫CFOは20年の市況回復に自信を
見せた。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、ｽﾏﾎ出荷台数　2位浮上…ｻﾑｽﾝ首位守る
米調査会社IDCが30日発表した2019年の世界のｽﾏﾎ出荷台数によると、企業別ｼｪｱで中国・
華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が17.6%となり、米ｱｯﾌﾟﾙ（13.9%）を抜いて通年で2位に浮上した。ｼｪｱは
前年から2.9㌽上昇した。4位の中国・小米（9.2%）と5位の同OPPO（8.3%）もｼｪｱを伸ばし、中
国ﾒｰｶｰの存在感が高まっている。
・IDCは20年の出荷台数は14億台と予想し、5G対応ｽﾏﾎ販売が本格化し、3年ぶりのﾌﾟﾗｽに
転じるとみる。だが新型肺炎がｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに影響する。
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経済 ＊中国の日系企業「43%が業務停止」
中国に進出している日系企業の43%が現地従業員の業務を停止していることが分かった。肺
炎の感染拡大を食い止めるため多くの省や直轄市は企業に対し、春節休暇後も9日まで休
業を延長したり出勤を控えたりするよう指示を出しており、生産活動が停滞している。

＊ﾜﾀﾐ、中国全直営店　閉鎖
14年には42店舗を展開。不振店の整理を進め現在、7店舗を運営。新型肺炎により来店客
激減。収束時期が読み切れず、収束後も個人消費が大きく落ち込むと判断し、春までに撤退
を終える見通し。

＊ﾏｶｵ、感染拡大阻止狙う…ｶｼﾞﾉ営業半月停止
ﾏｶｵの賀一誠・行政長官は4日の記者会見でｶｼﾞﾉ関連施設の営業を半月間停止すると発
表。ﾏｶｵ内で人から人への感染が起きたため

＊春節商戦　中国人客減り打撃…百貨店　免税売上高2桁減
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染による肺炎が、訪日外国人（ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ）消費に影響を与え始めた。百貨
店大手の2020年の春節期間（1月24～30日）の免税売上高は前年比2桁減が目立ち、他の
小売業なども消費が落ち込んでいる。
・1月27日の中国当局による団体旅行の規制でｷｬﾝｾﾙが増えた余波と見られる。ｷｬﾝｾﾙが3
月までに少なくとも40万人超にのぼる可能性が見られる。

＊中国株急落　ﾏﾈｰ流出…春節明け上海　一時9%安
　　　　　　　　　　　　　　　　　債務問題　警戒再び
ﾘｽｸ資産に向かっていた投資ﾏﾈｰが逆回転している。3日に取引を再開した上海市場では株
価指数が一時、9%安と急落した。新型肺炎問題を懸念し、世界の株式時価総額はこの10日
間ほどで約4兆㌦（430兆円）減った。中国経済は生産でも債務でも巨大になり、世界経済へ
の打撃は大きくなりかねない。世界景気回復への期待が揺らいでいる。
・SARS流行は世界景気が拡大に向かう入口で起きた。今回は景気循環の後期にあり、世界
の債務が大きくなった現在、影響が長引けば思わぬ景気後退ﾘｽｸを高めかねない。

＊中国製造の「心臓」、長期封鎖も…新型肺炎、供給網を分断
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　武漢、車や半導体の世界企業集積
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の発生地である中国湖北省の武漢市は、省都から鉄鋼、自動車、
半導体へと産業を発達させてきた中国の経済発展を象徴する街の一つだ。陸運と水運の結
節点という交通の要衝でもある。感染の拡大を防ぐため湖北省のほぼ全域の封鎖は長引く
とみられる。政府が重視する半導体や鉄鋼などの工場は操業が続くが、自動車産業を中心
に中国の広い範囲で物流や交通の混乱が続くとみられる。
⦿武漢は、清朝が倒れた1911年の辛亥革命の発端となる武晶蜂起が起きた地として知られ
る。文化大革命中の67年には大衆組織同士が軍を巻き込んで争い、文革の転機となった
「武漢事件」も発生。歴史のうねりに何度も巻き込まれてきた武漢。今度は新型肺炎という新
たな難題に直面。

＊ｲﾝﾄﾞ、ECの外貨規制強化…国内小売り保護も米反発
ｲﾝﾄﾞ政府が中小零細の小売業を守ろうと、外資企業への圧力を強めている。2019年2月に
は、米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑなど外資大手の通販ｻｲﾄに対し、商品の仕入れ先との独占契約を禁じ
た。独占契約を結ぶと、ｲﾝﾄﾞの中小零細に痛手になるという理由。
・米国はｲﾝﾄﾞが「米国に対して公平で合理的な市場ｱｸｾｽを提供していない」と不満をいい、
19年6月にGSP（一部関税を免除）の対象国から除外。
・ｲﾝﾄﾞも米国から輸入する果物などを対象に関税を引き上げる。
・印政府は中小零細の保護に固執するあまり外資規制を今後も続ければ外国企業はいずれ
嫌気がさし、対印投資が先細りするﾘｽｸをはらむ。

＊新型肺炎、消費企業に痛手…ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、中国配送滞る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｽﾀﾊﾞは2000店一時閉鎖
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の影響が中国の市民の日々の生活を支える消費関連企業にも広
がりを見せている。春節（旧正月）の大型運休は2日に終了したが、休業延長に伴い物流も
大半が停止したままで、ﾈｯﾄ通販では配送が滞っている。消費者が自宅待機を求められたこ
とで営業が許されているｽｰﾊﾟｰなどの商業施設や飲食店の客入りも激減し、中国勢はもちろ
ん、進出外資企業にも痛手となっている。
⦿ﾓﾉ不足・高騰を警戒「当局、過度の値上げに罰金」・・中国政府が連休後のﾓﾉ不足や物価
上昇に神経をとがらせている。過度の値上げには高額の罰金を科す事例が相次ぐ。不足が
深刻なﾏｽｸや防護服は破産した企業に資金を提供し、生産再開を命じた。
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①ﾊﾞﾝｺｸ銀行➝ﾌﾞﾙﾏﾀ銀行（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、金融）3千億円。②ｲﾝﾄﾞﾗﾏ・ﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ➝ﾊﾝﾂﾏﾝ（米
国、化学）2300。③ｾﾝﾄﾗﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ➝ｸﾞﾛｰﾌﾞｽ（ｽｲｽ、百貨店）1100。④ｻｲｱﾑ・ｾﾒﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ
➝ﾌｧｼﾞｬｰﾙ・ｽﾙﾔ・ｳｨｾｻ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、包装資材）800。⑤CPﾌｰｽﾞ➝ﾊｲﾗｲﾌｸﾞﾙｰﾌﾟHD（ｶﾅﾀﾞ、
養豚）400。⑥ﾊﾞﾝﾁｬｸ➝ﾅﾑｻﾝ3Aﾊﾟﾜｰｿｰﾙ（ﾗｵｽ、水力発電）200。⑦ｱﾕﾀﾔ銀行➝SBﾌｧｲﾅ
ﾝｽ（ﾌｲﾘﾋﾟﾝ、消費者金融）50

＊ﾀｲ企業、越境M&Aに活路…買収額、昨年12倍の7千億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｾﾝﾄﾗﾙ　ｽｲｽ百貨店を傘下
自国市場の成熟に直面するﾀｲ企業が外国企業へのM&Aに活路を見出そうとしている。小売
り最大手ｾﾝﾄﾗﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟはｽｲｽの高級百貨店を買収。ﾀｲ企業の外国企業に対する買収総額
は2019年に7千億円超と前年比12倍に増えた。ﾀｲは先進国入りを前に経済成長が鈍る「中
所得国の罠」に陥る、買収で市場開拓や産業高度化を狙う。通貨ﾊﾞｰﾂ高も追い風だ。
⦿最近のﾀｲ企業の主な越境M&A（単位：億円、19年以降）

＊「多大な支持」日本に謝意表明…中国、新型肺炎で
中国外務省の華春宝報道局長は4日、新型肺炎の拡大に対してｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で開いた定例
会見で「感染が広がってから、日本政府や社会の各層は中国に多大な同情と理解、支持を
寄せてくれている」と日本国民に謝意を表明した。『武漢頑張れ』『中国頑張れ』と応援してく
れたのに対して、華氏は「私も関連の報道を見て非常に感動した」と応じた。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　昨年5%成長…資源価格下落響く
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中央統計局は5日、2019年のGDPの伸び率が18年と比べ5.02%
だったと発表した。米中貿易摩擦による世界経済の減速で資源価格が下
落し、国内景気に悪影響を与えた。足元では海外からの投資も伸び悩んで
いる。ｼﾞｮｺ政権は税制優遇などの制度を充実させ海外からの投資を呼び込
みに力を入れる。
・石炭やﾊﾟｰﾑ油などの輸出の落ち込みが、国内の景気が悪化したことが成長鈍化の主因
だ。自動車の販売台数が1割減るなど、耐久消費財の消費に陰りが出ている。

＊市場、拭えぬ中国不安…原油、一時50㌦割れ「米社債利回り最低」
新型肺炎の広がりが市場の景気不安を強めている。中国での原油需要の低迷が懸念され、
ﾆｭｰﾖｰｸ先物価格は3日、一時1ﾊﾞﾚﾙ50㌦を割り込んだ。景気回復が遅れて米国の低金利政
策が長引くとの思惑から、米社債の金利も過去最低となった。不安定な値動きが続く可能性
が高い。

＊新型肺炎が拡大…ｴｺﾉﾐｽﾄに聞く
・中国製造業不透明‥BNPﾊﾟﾘﾊﾞ証券の河野龍太郎氏は「今後2週間ほどで大混乱が収まっ
ても、1～3月の営業日のうち、1/5程度の経済活動損なう」と指摘。1～3月期は「5%を下まわ
る可能性が高い」。中国経済は年末から製造業を中心に持ち直しの兆しだったが、むしろ不
透明感が増す。
・対中輸出は下落か‥中国国内の生産停止や消費低迷の影響も懸念される。日本の中国
向け輸出は19年12月に10ヵ月ぶりに前年同月を上回ったが、再び落ち込む。
・日本、景気後退の声も・・日本のGDP も訪日客や輸出の落ち込みで数千億から1兆円程度
（1%）押し下げられるとみる。

＊車生産　影響浮き彫り…現代自が韓国工場停止「在庫ﾘｽｸ、日本も」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で中国の工場の生産停止が長引き、世界の自動車生産に影響
が出てきた。韓国・現代自動車は中国からの部品供給が滞り4日以降、韓国国内3ヵ所にあ
る全工場の稼働を順次停止する。中国は部品の供給拠点としても存在感が増しており、世
界各地に供給している。日本にも影響は大きくｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝのﾘｽｸを浮き彫りにしている。

＊武田、3度目の上方修正…今期最終赤字、1110億円縮小
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｼｬｲｱｰ買収　償却費負担減
武田薬品工業は4日、2020年3月期の連結最終損益が1620億円の赤字（前期1091億円の黒
字）になると発表した。従来予想より赤字幅が1110億円縮小する。ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰ
の買収完了から1年たち、在庫や特許など無形資産の金額が確定した。
・暫定値より小さくなり償却費などの負担が減った。
・売上高に当たる売上収益は前期比57%増の3兆2860億円を見込む。主力品の販売が好調
で従来予想より260億円ひきあげた。
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＊ﾎﾝﾀﾞ武漢工場　再開延期…新型肺炎で下旬以降に
　　　　　　　　　　　 ﾄﾖﾀも4工場で再延期検討
ﾎﾝﾀﾞは6日、中国の湖北省武漢市に持つ乗用車工場について、14日にも計画していた稼働
再開の時期を再延期する方針を固めた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受け、最短で2月下旬
までずれ込む見通し。ﾄﾖﾀ自動車も中国4工場の稼働が早ければ10日に再開させることを目
指していたが、再延期も含めて検討している。生産の中国依存は高まっており、電機や素材
など製造全般に影響が及んでいる。

＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化　第3世代動く…ｽﾏｰﾄ都市や遠隔医療「脱・伝統事業頼み
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ最大級の財閥ｼﾅﾙﾏｽ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが事業のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に動き出した。米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄと提携
してｽﾏｰﾄｼﾃｨｰづくりを進め、遠隔医療にも取り組む。日本ともつながりが深い製紙世界大手
ｱｼﾞｱ・ﾊﾟﾙﾌﾟ・ｱﾝﾄﾞ・ﾍﾟｰﾊﾟｰ（APP)など資源系の事業が柱だったが、創業者ｴｶ・ﾁﾌﾟﾀ・ｳｲｼﾞｬﾔ
氏が世を去って1年余り。同氏の孫の第3世代が変革を主導する。
・一体性を保つため、ほぼ毎週、創業者2世代と孫（第3世代）が一堂に会し、持続可能性や
環境、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化などｸﾞﾙｰﾌﾟ全体の課題を議論。

＊中国、地方議会延期相次ぐ…新型肺炎　来月全人代に影響
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎が拡大する中国で、地方議会に相当する人民代表大会の延期が
相次いでいる。6日までに中国ﾒﾃﾞｨｱが伝えた事例を集計すると、雲南省と四川省の2省と25
市以上に達する。

＊中国　沿岸に感染拡大…ITや車、生産再開へ不安
新型肺炎の感染ﾘｽｸが発生源である湖北省武漢市から飛び火。日経新聞が主要10都市で
の感染者の「密度」を分析したところ、広州市や深圳市、浙江省の温州市など沿岸部で感染
者が深刻化している実態が浮かび上がった。自動車や電機、ｱﾊﾟﾚﾙの産業が集まり、10日
に予定する企業が集まり、10日に予定する企業の操業再開へ不安が残る。新型肺炎の拡大
ﾍﾟｰｽは衰えておらず、中国の経済活動の本格回復には時間がかかりそうだ。

＊不祥事で役員報酬返還「ｸﾛｰﾊﾞｯｸ」…武田薬品、制度導入へ
武田薬品工業は不正会計などが発覚した場合に役員報酬を返還する「ｸﾛｰﾊﾞｯｸ制度」を
2020年度以降に導入する方針を固めた。国内製薬会社の導入は初となる。同社では昨年6
月の株主総会でｸﾛｰﾊﾞｯｸの導入を求めた定款変更の株主提案があったが否決された。会社
側は「仕組みは理にかなっており、社内制度として導入することを決めた」と説明する。

＊EV価格破壊　ｲﾝﾄﾞから…100万円台前半のSUV「ﾏﾋﾝﾄﾞﾗが発表」
ｲﾝﾄﾞで2年に1度開かれる国際自動車ｼｮｰ「ｵｰﾄｴｷｽﾎﾟ」の一般公開が7日、ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ近郊で
始まった。大気汚染の改善に向けて4月、欧州並みに厳しい新たな排ｶﾞｽ規制が導入される
ため、電動車の出展が相次いだ。なかでも注目されたのが、多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV)ながら実
質100万円台前半で購入できるEVを発表した地場大手のﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗだ。ｲﾝﾄﾞ発の
EV低価格化の波が広がる可能性もある。

＊中国依存　もろ刃の剣…生産100億㌦減なら国外影響67億㌦
新型肺炎の感染が広がるなか、世界経済の中国依存度の高さがもろ刃の剣となってきた。
試算では中国の製造業の生産が100億㌦（約1兆千億円）減ると海外での生産や販売を67億
㌦押し下げる。特に韓国や日本、米国などの影響が大きい。中国の休業措置は原則9日まで
だが、再開にはなお不透明感が強い。中国年6%以上の成長で世界経済のｴﾝｼﾞﾝとなってき
たが、米中貿易戦争や新型肺炎問題をきっかけに中国依存が及ぼすﾘｽｸ面も両にらみせざ
るを得なくなってきた。

＊ﾌｧｰｳｪｲ首位確保…中国ｽﾏﾎｼｪｱ　昨年、38%に上昇
米調査会社IDCは6日、2019年の中国のｽﾏﾎ出荷台数は18年比7.5%減の3億6670台だったと
発表した。3年連続で前年実績を上回った。ﾒｰｶｰ別では華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の19年のｼｪｱは
38.3%となり、18年（26.5%）から10㌽以上増えた。米政府による事実上の輸出禁止措置などで
海外販売が落ち込むなか、中国内の販売促進を強化したほか、愛国的な購買も増えた。
・中国のｽﾏﾎ出荷台数は年4億台を超えていたが、2年連続で3億台後半にとどまった。ｽﾏﾎ
の普及が飽和、新しい需要を起こしにくくなっている。

＊米自動車ﾋﾞｯｸﾞｽﾘｰ…世界ｼｪｱ2割を切る「昨年度8%減　中国不振」
米自動車ﾒｰｶｰが深刻な販売不振に陥っている。GMなど米ﾋﾞｯｸﾞｽﾘｰの20１
9年の世界販売は合計で18年比8%減少し、世界ｼｪｱが初めて2割を切った。
EVや小型車の開発が後手に回り、中国など新興国で販売が落ち込む。
・GMやﾌｫｰﾄﾞは北米の大型車で利益を確保。中国富裕層向けの「ｷｬﾃﾞﾗｯｸ」「ﾘﾝｶｰﾝ」の販売
を伸ばそうとしたが、中国の新車市場が想定を上回るﾍﾞｰｽで縮小。また、EVｼﾌﾄにも対応で
きず、大きくｼｭｴｱを落とすことになる。米ﾒｰｶｰは全方向の技術開発に対応する余力を失っ
た。
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2020/2/12 経済 ＊新型肺炎、供給に影響…車部品輸入の3割　中国製
　　　　　　　　 国内各社、代替生産の動き「ｴﾝｼﾞﾝ周辺の中核部品も」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎拡大が続くなか、自動車生産にも影響が出てきた。中国からの部
品供給が滞り、日産自動車は九州の完成車工場の稼働を一時停止する。日本では車部品
の中国からの輸入が、輸入全体の3割超を占め存在感を示している。ｴﾝｼﾞﾝ周辺の基幹部品
などを輸入する企業もあり、部品各社は対応に追われている。
・中国製の部品が使われている主な箇所＝①ｼｰﾄやｶｰﾍﾟｯﾄ、ｴｱﾊﾞｯｸの繊維②ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ③ﾄﾞ
ｱの開閉部品④ﾌﾞﾚｰｷﾍﾟﾀﾞﾙ⑤ｴﾝｼﾞﾝ（燃料の噴射装置やﾎｰｽ類⑥変速機（変速機の構成部
品）⑦消音器や排気管の部品
・HVなどの電装品の一部で調達が難しくなって入る。「日産は日本国で代替調達ができない
か検討中」

＊中国　ﾌﾙ操業遠く…従業員来ず・部品足りず・防疫追いつかず
⦿中国にある製造業の再開状況（10日）
　・前面再開
　　ｿﾆｰ＝上海市のﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ工場など中国4拠点を再開
　　ｴｰｻﾞｲ＝江蘇省と遼寧省の医薬品工場を再稼働
　　ﾃｽﾗ（米）＝上海市のEV工場を再開、通常より人員が限られるとの報道
　　比亜迪（BYD、中）＝深圳市のｽﾏﾎ部品工場再開、生産は一部稼働
　・部分再開　
　　住友化学＝顧客の操業再開遅れで、一部工場の稼働延期
　　村田製作所＝主要4工場のうち3拠点再開。深圳工場は許可が下りず
　　日本精鉱＝11工場のうち、4工場だけ再開
　・再開延期
　　ﾌﾞﾘｼﾞｽﾄﾝ＝無錫市は数日～1週間延期、ﾏﾂﾀﾞ＝南京市では12日以降
　　VW（独）＝成都市では再開は週内以降

＊中国100社、免責探る…新型肺炎で契約不履行
新型肺炎の拡大が続くなか、中国企業の間に契約不履行の免責を求める「不可抗力条項」
の適用を探る動きが広がっている。すでに約100社が中国の貿易新興機関から証明書を受
け取った。債務や違約金を減免するかは取引先との交渉や裁判次第だが、外国企業にとっ
て新たなﾘｽｸが発生。
⦿「不可抗力条項」適用を検討する主な企業
　・匯大機械製造（業種：自動車部品）＝概要「ｱﾌﾘｶの顧客への納入」
　・柳州振鋅五鉱化工（化学品）＝「化学品の日本企業への納品」
　・浙江凱爾海針紡服飾（ｱﾊﾟﾚﾙ）＝「作業衣20万着の生産、納入」
　・中国海洋石油集団（資源）＝「LNGの購入」
　・国有造船大手（造船）＝「船舶の引き渡し」

＊ｲﾝﾄﾞ、ﾈｯﾄ出前一騎打ち…「ｿﾞﾏﾄ」現地ｳｰﾊﾞｰ買収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｽｳｨｷﾞｰ」食事以外開拓狙う
急成長するｲﾝﾄﾞのﾈｯﾄ出前ｻｰﾋﾞｽ市場で「2強」がしのぎを削っている。受注件数で2位の印ｿﾞ
ﾏﾄ・ﾒﾃﾞｨｱが3位の米ｳｰﾊﾞｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞのｲﾝﾄﾞ出前事業を買収。単純合算のｼｪｱは5割を超
え、首位の印ｽｳｲｷﾞｰ（約4割）を上回った。所得水準の向上などで利用者が急増し、ﾈｯﾄ出前
は現地の食の多様化の一翼を担いつつある。価格競争で体力の劣る企業が相次ぎ脱落し、
人口13億人超の「胃袋」を巡る一騎打ちが激しさを増している。

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売8%減…1月　15ヵ月連続ﾏｲﾅｽ
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が10日発表した1月の新車販売台数は33万8千台と前年同月比8%
減った。経済成長の減速などで15ヵ月連続で前年実績を下回った。
・自動車大手の幹部は2020年に販売が上向くと予想するが、反転には尚、時間がかかりそう
だ。全体の8割を占める乗用車が6%減、商用車が14%減。「自動車の保有経費の上昇や経済
成長率の鈍化が引き続き影響している」とSIAMのﾗｼﾞｬﾝ・ﾜﾃﾞﾗ会長。
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＊中国、特許9分野で首位…AIや再生医療　日米を逆転
10年後の技術覇権を競う米中、置き去りにされる日本ー。AIや量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀなど先端技術の
特許出願を分析したところ、中国が10分野中9分野で首位に立った。百度やｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団など
ﾈｯﾄ大手の台頭が目立つ。
⦿日米中の特許出願件数順位（2017年、（）内は2005年）
　・AI＝①中②米④日（①米②日④中）、・量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ=①米②中④日
　　（①日③米④中）、・再生医療=①中②米④日（①米②日③中）、
　・自動運転=①中②米③日（①日②米）、・ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝ=①中②米④日
　　（①米②日④中）、・ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰ=①中②米④日（①米②日④中）、
　・仮想現実＝①中②米④日（②日③米④中）、・ﾄﾞﾛｰﾝ＝①中②米④日
　　（①米②中③日）、・導電性高分子＝①中②日④米（①日③米④中）、
　・ﾘﾁｭｰﾑｲｵﾝ電子＝①中②日④米（①日③中④米）

＊中国就航の国際線67%減…観光・消費に打撃「米8割減、日韓半減」
　（新型肺炎　緊急事態宣言後）　
新型肺炎の拡大で中国と世界を結ぶ航空網が細っている。直近の中国就航の国際線を集
計したところ、路線数は世界保健機関（WHO)が1月30日に緊急事態宣言を発表するより67%
減った。減少率は中国滞在者の入国を拒否する米国で8割弱、日本や韓国でも5割に達し
た。減便だけで累計240万人の往来が途絶えた計算になる。観光産業の落ち込みなどで、世
界経済の減速を招きかねない。

＊中国の新車販売18%減…1月は春節休暇要因で　19ヵ月連続ﾏｲﾅｽ
中国汽車工業協会13日、1月の新車販売台数が前年同月比18%減の１94万1千台だった。前
年実績を19ヵ月連続で下回った。2020年の春節休暇の始まりが19年より早く、多くの販売店
が休業だったのが響いた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の感染拡大の影響は1月は限定的だ
が、2月以降は打撃があるのは必至だ。
・「03年のSARSの時より車産業への影響が大きく、通年でも市場は楽観できない」と協会は
説明した。

＊ﾀﾞｲｷﾝ営業益2%増…4～12月　中国の空調、増収確保
ﾀﾞｲｷﾝ工業が12日発表した2019年4～12月期の連結決算は営業利益が前年比2%増の2191
億円、7期連続最高益だった。稼ぎ頭の中国の空調事業は、得意とする高級住宅向けで好
調を維持し現地通貨ﾍﾟｰｽで3%増収を確保した。ただ、新型肺炎の感染拡大による生産への
影響など、先行きには不透明感がある。
・「肺炎の拡大が長期化すれば業務用空調をﾏﾚｰｼｱなど別の地域で生産することも検討」
（ﾀﾞｲｷﾝ幹部）

＊ｻﾑｽﾝ、動画・ｹﾞｰﾑ提携…ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽ・ﾏｲｸﾛｿﾌﾄと「5Gで需要増睨む」
韓国ｻﾑｽﾝ電子は米国時間11日、米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽや米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄなどと動画やｹﾞｰﾑのｺﾝﾃﾝﾂ分
野で提携すると発表した。次世代通信規格「5G」の強み生かせるｽﾏﾎ向けｺﾝﾃﾝﾂを充実さ
せ、自前で揃える米ｱｯﾌﾟﾙに対抗する。
5Gｽﾏﾎは品揃えを増やし世界展開する。ｺﾝﾃﾝﾂ、ﾊｰﾄﾞの両面で事業強化を急ぎ、ｽﾏﾎ世界
首位の座を死守する構えだ。
・ｻﾑｽﾝの攻勢をかけるのはｱｯﾌﾟﾙだけでない。19年の世界ｽﾏﾎ出荷台数はｻﾑｽﾝが前年比
横ばいで2億9千台と首位。2位が17%増のﾌｧｰｳｪｲだ。

＊中国の「ｲｵﾝﾓｰﾙ」…ﾃﾅﾝﾄ部分　休業半数「食品部門は営業」
ｲｵﾝが、中国で展開するｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ「ｲｵﾝﾓｰﾙ」の11施設でﾃﾅﾝﾄ部分の営業を休止して
いることが分かった。中国当局が新型肺炎の感染拡大を防ぐため、人が集まる商業施設の
営業自粛を通達していることに伴う対応とする。なお、ｲｵﾝﾓｰﾙに入る直営の総合ｽｰﾊﾟｰ
（GMS)は中国の全21施設のいずれでも営業を継続している。生活直結している食料品や日
用品を扱い、当局からの要請もあったためだという。
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2020/2/16 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊ｲﾝﾄﾞ、金融不安の足音…「不良債権予備軍」2割超（景気低迷に拍車）
ｲﾝﾄﾞに金融不安の足音が迫っている。将来の貸し倒れﾘｽｸが高い「不良債権予備軍」の債務
の比率は全体の2割越え、この10年で2倍以上になった。
・国営銀行がずさんな融資から不良債権を増やし、ﾉﾝﾊﾞｲﾝｸ大手の経営危機が相まって金融
が目詰まりをした。
・18年夏にﾉﾝﾊﾞﾝｸ大手ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ・ﾘｰｼﾝｸﾞ・ｱﾝﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ・ｻｰﾋﾞｼｽﾞ（IL&FS）が債務不
履行に陥った。これにより、監督当局が警戒し農村部等の個人がﾛｰﾝを組めなくなった。
・ｲﾝﾄﾞの銀行融資に占める不良債権の割合は19年で8.9%だった。5年間で5㌽強増え、IMFに
よるとG20で最も増加額が大きい。
・ｲﾝﾄﾞ上場企業の「不良債権予備軍」の比率は21%と債務全体の１/5。
・足元の成長率は4%台に低迷。

＊米、ﾌｧｰｳｪｲ圧力強化…北朝鮮取引を隠蔽疑い「米企業の秘密盗む」
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は13日、北朝鮮との取引を隠したり米企業の秘密を盗み出したりしたとして中
国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）を追起訴した。中国とは貿易交渉を巡る「第1段
階の合意」が14日発行して制裁関税の一部を引き上げたが、その前日にﾌｧｰｳｪｲに追撃を
仕掛けた。米政権がﾊｲﾃｸ分野では中国に譲らない姿勢が一段と鮮明になった。
⦿米当局はﾌｧｰｳｪｲの手口を指摘
　◦技術窃取の手法ー米企業の従業員を引き抜き、情報持ち出しを依頼
　　　　　　　　　　　　－見本市会場で深夜、競合他社のﾌﾞｰｽに侵入
　◦企業文化ー秘密を盗み出した従業員にﾎﾞｰﾅｽ支給
　◦隠蔽工作ー外国当局と接触する時は身分を隠す
　◦北朝鮮との取引ー社内文書は暗号を使用。企業ﾛｺﾞなしで出荷

＊半導体回復、新型肺炎が影…世界10社　10～12月は減益幅縮小
世界の半導体ﾒｰｶｰの業績回復に不透明感が出てきた。主要10社の2019年10～12月期の
純利益は3四半期連続で減益幅が縮小したが、新型肺炎問題で先行きに慎重な見方が広が
る。米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱは新型肺炎による減収要因として１億㌦（約110億円）を織り込んだ。中国の
ｽﾏﾎの販売や生産に悪影響がでる可能性もあり、米ｸｱﾙｺﾑは1～3月期の主力の通信用半
導体の出荷見直しを前年より引き下げた。

＊LG、反転へ事業再構築…ﾊﾟﾈﾙやｽﾏﾎ、前期大幅赤字「生産移転」
韓国LGｸﾞﾙｰﾌﾟの業績がさえない。戦略部門と位置付けたﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ事業2019年12月期8期ぶ
りに最終赤字に転落し、赤字額は過去最大となった。ｽﾏﾎ事業は5期連続の営業赤字だっ
た。かってしのぎを削ったｻﾑｽﾝ電子の背中が遠のく中、ｺｽﾄ競争力を高めるため、液晶ﾊﾟﾈﾙ
生産やｽﾏﾎの組み立て工程の国外移転（中国・ﾍﾞﾄﾅﾑ）を進める。化粧品など収益構造の多
角化も急ぎ、反転へ向けｸﾞﾙｰﾌﾟ事業を再構築する。

＊5G整備で6割増…韓国通信3社、前期設備投資
韓国のSKﾃﾚｺﾑ、KT、LGﾕｰﾌﾟﾗｽの通信3社は2019年の12月期の設備投資額は合計で8兆７
千億㌆（約8140億円）となり、前の期に比べ6割増加。19年4月に商用ｻｰﾋﾞｽが始まった次世
代通信規格「5G」の基地局の整備が主因だ。費用負担が重く、前期はそろって営業減益だ。

＊企業、生産継続へ代替案…停滞の長期化「ｺﾏﾂ、中国から切替え」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の拡大に伴い中国のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの混乱が続くなか、企業が調達
先の変更や代替生産を検討する動きが出てきた。ｺﾏﾂは中国からの部品調達を日本やﾍﾞﾄﾅ
ﾑに切り替え、ﾀﾞｲｷﾝ工業はﾏﾚｰｼｱでの代替生産を検討する。自動車産業などが集積する湖
北省の地方政府は企業措置を20日まで延長。長期停滞の懸念から生産や物流の戦略を練
り直している。
・中国本格回復は遅い➞①湖北省「20日まで休業」（自動車や電子部品の産業集積地）、②
江西省景徳鎮市「20日まで休業」、③浙江省温州市「17日まで休業」（ｱﾊﾟﾚﾙ産業が中心）
・工場の稼働遅れなどで代替案を探る企業が相次ぐ
①ｺﾏﾂ「調達部品を日本やﾍﾞﾄﾅﾑへ」、②ﾀﾞｲｷﾝ「大型空調機の生産を武漢からﾏﾚｰｼｱへ」、
③ｱｼｯｸｽ「湖北省でのｼｭｰｽﾞ生産をﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱへ」、④中国安琪酵母「海外子会社に増
産。欧米、ｱｼﾞｱにﾊﾟﾝ酵母」⑤中国厦面盈趣科技「車部品生産をﾏﾚｰｼｱやﾊﾝｶﾞﾘｰの工場に
増強
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＊GM、ｱｼﾞｱ事業大幅縮小…ﾀｲ苦戦で撤退　長城汽車に工場売却
　　　　　　　　　　　　　　　　　 EVなど投資優先、豪では「ﾎｰﾙﾃﾞﾝ」終了
米GMはｱｼﾞｱ事業を大幅縮小する。17日、ﾀｲ工場を中国自動車大手、長城汽車に売却し同
国から撤退すると発表。ｵｰｽﾄﾗﾘｱで展開する「ﾎｰﾙﾃﾞﾝ」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞも廃止すると明らかにした。い
ずれも販売低迷で採算が悪化していた。ｱｼﾞｱでは今後中国や韓国など一部地域に経営資
源を集中するが、足元で新型肺炎の拡大が逆風となっており、苦境が続く可能性がある。
・GMは中国で人気のあるSUVの投入などで後手に回り、ｼｪｱを落とした。

＊遠隔診療授業　中国で拡大…新型肺炎で在宅需要増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、TV会議無料
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎が拡大する中国で、医療や教育などにｲﾝﾀｰﾈｯﾄの動画を利用す
る動きが広まっている。感染者の多い地域では病院と医師が足りず、学校は休校が続き、在
宅勤務（ﾃﾚﾜｰｸ）中心に切り替える企業も目立つ。これにあわせてﾈｯﾄ大手のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団や
ﾃﾝｾﾝﾄ、ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟのIT企業が相次いで無償でのｻｰﾋﾞｽを始めた。
①遠隔医療（ｱﾘﾊﾞﾊﾞ､ﾃﾝｾﾝﾄ、医療系ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ）＝・医師の問診を無料で受けられる特設ｻｲ
ﾄを開設、・途方政府と連携し、対応できる医師の確保等。
②ｵﾝﾗｲﾝ教育（（武漢など各地学校）＝2月末まで開校延期、補習授業を動画でﾈｯﾄ配信。
（教育系ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ）＝宿題支援や英語授業を無料公開
③ﾃﾚﾜｰｸ(ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、ﾃﾝｾﾝﾄ、ﾌｧｰｳｪｲ）＝数百人規模のｵﾝﾗｲﾝ会議無料

＊再生医療、中国の伏兵首位「広州賓菜拉幹細胞科技」
再生医療の分野でも、知財をめぐる攻防が激化。研究開発では長く米国の1強状態が続いて
きたが、2015年に特許出願件数で中国が逆転。17年は米国勢の2倍の特許を中国勢が出願
している。一方、日本の停滞も浮き彫りになった。「周辺特許」で実用化を急ぐ中国と、「基幹
特許」を押さえる米国の違いも鮮明になってきた。
⦿特許出願数（2015年以降、企業・組織、出願数）
①広州賽菜拉幹細胞科技（中）426件、②中国科学院(中）204、③ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学（米）127、④
京都大学（日）118、⑤中国人民解放軍軍事医学研究院（中）101、⑥浙江大学（中）88、⑦延
世大学（韓）75
⦿特許の質（2000年以降）
①ﾘｼﾞｪﾈﾛﾝ・ﾌｧｰﾏｼｭｰﾃｨｶﾙｽﾞ（米）､②ﾔﾝｾﾝ・ﾊｲｵﾃｯｸ（米）、③ｳﾞｨｱｻｲﾄ（米）④京都大学
（日）⑤ｱｽﾃﾘｱｽ・ﾊﾞｲｵｾﾗﾋﾞｭｰﾃｨｸｽ（米）、⑥ｳｨｽｺﾝｼﾝ大学（米）⑦ｽｸﾘｯﾌﾟｽ研究所（米）⑧富
士ﾌｲﾙﾑ（日）、⑨ｱｸﾃﾘｵﾝ（瑞西）

＊中国肺炎対策、外出や飲食制限…強引な規制　企業活動影響
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の拡大を受けて、中国で法的根拠が乏しい規制が相次ぎ、企業活
動や市民生活に支障を来す例が出ている。
・「外出は2日に一度、1人限り。外出時は裏面の日付にｶｷﾞ印を付け、当日　と次の日は外に
出てはならない」。上海市の水郷・南翔に住む林玉平68は最近、こう書かれた名刺大のｶｰﾄﾞ
を受け取った。「封印式管理」の１つ。
・上海でｵﾌｲｽ街の静安区は一部のﾋﾞﾙへの出入りを事前に登録制にした。当局に届け出て
許可を受けた人しか入れない仕組みだ。手続きが終わるまでに1週間かかることもある。官
僚の保身との見方が広がる。
・市販薬でやり過ごして、重症化するの防ぐため、薬局で咳止め、解熱剤の販売を禁じた。
（浙江省杭州市、江蘇州の南京市）
・広州市ではﾚｽﾄﾗﾝでは持ち帰りや出前のみ。数人以上集まっての会食を禁じる地方も増え
た。

＊中国成長5%以下も…今年、民間予測　新型肺炎読めず
民間金融機関が中国経済の見通しを相次いで引き下げている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大
に歯止めがかからず、生産や消費への影響が長引くと見ているためだ。S&Pｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ﾚｰﾃｨ
ﾝｸﾞは2020年のGDPは予測値を従来の5.7％から5%へと大幅に下方修正した。
・ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽは感染拡大が3月までに概ね収まるとの前提を置くと、1～3月期の成長率
は4%、20年は5.5%とした。

＊IT人材争奪　ｱｼﾞｱに後手…ﾃﾞｰﾀ分析の年収　日本、中国の7割
ITをはじめ高いﾋﾞｼﾞﾈｽｽｷﾙを持つ人材の転職市場で、中国など他のｱｼﾞｱの国・地域に比べ
日本の給与の低さが鮮明だ。獲得競争が激しい「ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽﾃｨｽﾄ」の2019年の年収は、最
高額で日本は中国の7割にとどまる。
IT事業の管理職も中国や香港の給与が日本をしのぐ。成長分野の人材獲得が後手に回って
いる。
・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀなどを分析する「ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ」は日本は1200万円、中国は1600万円。「ｻｲﾊﾞｰ
ｾｷｭﾘﾃｨｰｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ」もアジアの中で割安。日本1300万円、香港の1680万円に及ばない。｛IT
ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ」は日本1800万円に対し、中国、香港、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは軒並み2000万円を超える、年収
差3～6割。
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＊韓国航空業「4重苦」…前期　6社中5社営業赤字
　　　　　　　　　　　　　　　　新型肺炎　日韓対立　供給過剰　ｳｫﾝ安
韓国航空業界の苦境が続いている。前期は大統領を除き上場する6社のうち5社が営業赤字
になった。そこに新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が追い打ちをかけている。中国路線の連休が広
がり、ｱｼﾞｱﾅ航空は経営幹部の報酬ｶｯﾄや全職種を対象に無休の給食を実施する。日韓関
係の悪化や供給過剰、ｳｫﾝ安と合わせた「4重苦」から脱却する道筋は見えにくい。
⦿韓国航空会社の中国本土便の運航状況と主な対策
①大韓航空＝30路線のうち20路線を運休　②ｱｼｱﾅ航空＝運航便数が77%減。経営陣の報
酬返納　③済州航空＝3月に全路線が運休　④ｼﾞﾝｴｱ＝全2路線が運休　⑤ﾃｨｰｳｪｲ航空＝
全6線が運休。報酬2～3割返納⑥ｴｱﾌﾟｻﾝ＝週37便から3便に減。報酬2～3割返納　⑦ｲｰｽ
ﾀｰ航空＝全10路線を3月下旬までに連休。報酬3割返納　⑧ｴｱｰｿｳﾙ＝1月末2線止

＊対米追加関税、696品目免除…中国、来月申請受付
⦿主な追加関税免徐の申請対象
　・牛肉、豚肉、羊肉、・ｴﾋﾞ、ｶﾆ、・小麦、ｺｰﾘｬﾝ、ﾄｳﾓﾛｺｼ、・大豆、・原油、
　・液化天然ｶﾞｽ、・ｴﾁﾚﾝ、・木材、ﾊﾟﾙﾌﾟ、・鉄ｽｸﾗｯﾌﾟ、鋼管、・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
　・ﾊﾟｿｺﾝ部品、・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、・麻酔や輸血の設備、・CT検査装置
対象には医療製品も多く含まれ、新型肺炎に対する狙いもありそうだ。双方が19年9月発動
の追加関税を同時に引き下げた。それに続く合意履行。米国が中国に輸入してほしい商品
が列挙してあり、その一部が含まる

＊台湾IT、9.9%減収…1月、4ヵ月連続ﾏｲﾅｽ　2月、新型肺炎で不透明
世界のIT景気を占う台湾の主要19社の1月の売上高を集計したところ、合計額は前年同月
比9.9%減と4ヵ月連続の減収となった。要因は春節の影響で営業日数が少なかったのが主
因。半導体受託生産の最大手TSMCなどは好調を維持する。ただ2月以降は新型肺炎の影
響が本格化するﾘｽｸが高まっている。

＊象印、中国家電・ｷﾞｬﾗﾝﾂが迫る改革…業績低迷に厳しい目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式総会、提案否決も…
象印ﾏﾎｰﾋﾞﾝが19日に開いた定時株主総会で大株主の中国家電大手、ｷﾞｬﾗﾝﾂの創業家が
提案した取締役選任案が否決された。象印側が推す社外取締役が選任されたものの、ｷﾞｬﾗ
ﾝﾂ側は「今後も株を保有し続ける」としており火種は残る。「今後も象印の経営改善を進めた
い」。総会に出たｷﾞｬﾗﾝﾂの梁恵強副会長は話した。総会に出席した他の株主から「ｷﾞｬﾗﾝﾂ
に賛成」（50代女性）の声もあった。業績が改善に向かわなければ、株主からの圧力はさらに
強まる。

＊武田の時価総額、中外を下まわる…ｼｬｲｱｰ統合効果　焦点
19日の東京株式市場で中外製薬の時価総額が1年1ヵ月ぶりに武田薬品工業を上回った。
ｼｬｲｱｰ買収直後の昨年1月は武田が3.5兆円ほど高かった。市場は中外薬の好調な業績を
評価する一方、武田株についてはｼｬｲｱｰの統合効果だけでなく成長性も見極めようとしてい
る。
・19日の中外薬の時価総額は6兆7246億円となり、武田（6兆6285億円）を960億円上回った。
純利益は前期比70%増、多額のﾛｲﾔﾘﾃｨｰ収入が牽引。
＊資生堂、ｱｼﾞｱ依存に試練…新型肺炎　韓国の不買　香港ﾃﾞﾓ
資生堂がｱｼﾞｱｼｮｯｸに揺れている。2019年に韓国での日本製品の不買運動や香港のﾃﾞﾓで
売れ行きが鈍化したことに加え、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の感染拡大で国内外の化粧品販
売の影響が見逃せない。欧米大手に比べてｱｼﾞｱへの依存度が高いだけに先行き不透明感
が増している。14年に就任し、日本製化粧品の人気に支えられ、業績を伸ばしてきた「ﾌﾟﾛ経
営者」の魚谷雅彦社長は最大の試練を迎えている。
・資生堂は20年12月期の連結売上高を前期比8%増の1兆2200億円、営業利益を3%増の
1170億円といずれも最高を見込む。

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国新車販売１月9.8%増
ﾎﾝﾀﾞは19日、1月の中国での新車販売台数が前年同月比9.8%増の14万9千台だったと発表
した。2ヵ月ぶりに前年実績を上回った。月初から販売促進を強化し、「ｱｺｰﾄﾞ」などの主力車
種の売れ行きが良かった。
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＊企業の休業再延長…中国湖北省、来月10日まで
中国の湖北省政府は20日、企業の休業措置を3月10日まで再延長すると発表した。新型ｳｲ
ﾙｽの拡大が続き、職場や交通機関での感染拡大を防ぐ狙いだ。20日の湖北省の感染者は
約6万2千人で中国本土の8割を占める。
・1月24日に始まった春節休暇を含めると1ヵ月半以上企業活動が止まることになり、経済へ
の打撃が広がりそうだ。
湖北省の企業再開が遅れれば、製品や部品のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが目詰まりをして企業活動の停
滞が長引く恐れがある。

＊ﾀｲ小売り王　買収攻勢…ｾﾝﾄﾗﾙ中核企業上場　2700億円調達
ﾀｲ小売り最大手のｾﾝﾄﾗﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの中核企業が20日、ﾀｲ証券取引所に上場した｡約2700億
円を調達し、ﾀｲで過去最大の新規株式公開（IPO)となった。資金は海外での同業買収や店
舗拡大に振り分ける戦略だ。他のｱｼﾞｱ財閥と同様に家族経営の色が強かったｾﾝﾄﾗﾙ。だが
今後は内弁慶の「ﾀｲ小売り王」から脱却し、経営陣の外部登用も増やし、世界で勝てる新た
な財閥経営の絵を描き始めている。ｾﾝﾄﾗﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟはﾄｯｽ・ﾁﾗﾃｨﾜｯﾄCEO。
・ﾀｲ市場は完全に消耗戦の様相を呈する。それでは長く続かないというｾﾝﾄﾗﾙの経営陣の強
い危機感が背中を押す。ｾﾝﾄﾗﾙは1947年に中国のﾃｨｱﾝ・ﾁﾗﾃｨﾜｯﾄ氏が開いた小さな商店を
源流とする華人系の財閥。今回上場したCRCの首脳(ﾖﾝCEO)は非創業家。ｸﾞﾙｰﾌﾟの大きな
かじ取りは創業家で守りつつ、実務はﾌﾟﾛの経営陣に任せる体制を作り、財閥経営の在り方
を模索し、勝ち残りを目指す。

＊遺伝子治療薬　進む米　滞る日欧…米、制度整備で開発ﾗｯｼｭ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 日欧　超高額、ｺｽﾄ警戒
病気の原因に治療遺伝子を送り込む「遺伝子治療薬」の普及を巡って各国の対応が分かれ
ている。米国では薬価制度の多様化や民間保険の整備が進み、米ﾌｧｲｻﾞｰなど製薬会社の
開発が活発になっている。一方、高額なｺｽﾄに対する警戒感から日欧では慎重論が根強い。
増大する社会保障費とどう折り合いをつけるかが製薬各社の技術革新のｶｷﾞを握る。
・日本で販売される遺伝子治療薬は現時点でﾉﾊﾞﾘﾃｨｽ「ｷﾑﾘｱ」と大阪大学発ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの「ｺ
ﾗﾃｼﾞｭﾝ」（慢性動脈閉塞症）の2点のみ
⦿主な治療薬と米での販売価格（薬品名（企業名）、「適応症」、価格）
・ｿﾞﾙｹﾞﾝｽﾏ（ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ）「脊髄性筋萎縮症」201万㌦。・ﾗｸｽﾀｰﾅ（ﾛｼｭ）「網膜疾患」85万㌦。・ｷ
ﾑﾘｱ（ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ）「白血病など」47万5千㌦。
・ｲｴｽｶﾙﾀ（ｷﾞﾘｱﾄﾞ）「ﾘﾝﾊﾟ腫」37万3千㌦。

＊女性経営者、中国で活躍…新型肺炎対策でも奮闘
〇董明珠董事長（珠海格力電器）世界で最も影響力のある女性100の1人「新型肺炎を退治
するため、ｴｱｺﾝと空気清浄機をどんどん備え付けよ」。
中国政府が2月に突貫工事で建設した臨時病院には中国ｴｱｺﾝ最大手、珠海格力電器の製
品が並ぶ。EV事業の進出で地元政府と対立。ﾄｯﾌﾟを解任される。董氏はEV事業に個人投
資。有力政治家のおかげで、格力を国有企業改革ﾓﾃﾞﾙ企業と位置付けられる。2月に民営
企業となった。
〇武衛CFO（ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団）　〇王鳳英（長城集団）
〇党政府機関の幹部に占める女性比率は3割未満だが、最近の起業家で女性と男性の比
率は10対７で女性が多い。
〇中国出身の羽生有希（流通大手ｲｵﾝの中国事業責任者）
〇黄亜美董事長（ｲﾄｰﾖｰｶ堂・四川省成都の1号店）

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　ｹﾞｰﾏｰに金融ｻｰﾋﾞｽ…eｽﾎﾟｰﾂのﾚｲｻﾞｰ、ﾈｯﾄ銀参入
ｱｼﾞｱの有力新興企業がｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで相次ぎ、銀行事業参入を狙っている。世界でも人気のe
ｽﾎﾟｰﾂ向けのｹﾞｰﾑ機器を販売するﾚｲｻﾞｰは、銀行決済のほか小口の無担保ﾛｰﾝ、保険商品
などを提供する計画だ。
・世界に抱える8千万人のｹﾞｰﾑﾕｰｻﾞｰをﾀｰｹﾞｯﾄに今後、本業のｹﾞｰﾑ以外の金融面からのｱ
ﾌﾟﾛｰﾁを強め、収益の拡大を目指す方針を示した。
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで銀行参入の企業＝ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ「ﾚｰｻﾞｰ、ｸﾞﾗﾌﾞ、Sea、V3ｸﾞﾙｰﾌﾟ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国「ｱﾝﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ、ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ、小米」

＊ﾀﾞｲｷﾝ、東大から100人…熱交換機など共同研究
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2020年から東京大学との協業予算を2倍の年20億円に引き上げる。100人規模
の研究者を受け入れ、熱交換など共同研究する。大阪大学とはAIを使いこなす社員を育成
する。ﾀﾞｲｷﾝは空調に関わる技術者が多いが、大学から化学やITなど幅広い分野の知見を
取りれることで、技術革新につなげる。
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＊ｱｼﾞｱ、経済対策広がる…新型ｺﾛﾅ　打撃緩和へ減税など
中国発の新型肺炎の感染拡大を受け、ｱｼﾞｱ各国・地域が相次ぎ経済対策を打ち出す。多く
国・地域の対策は当面、打撃の大きい観光、運輸が中心。
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝予算案に総額64億ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ㌦（約5100億円）の新型肺炎対策を盛り込んだ。
全ての企業を中心に1万5千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ㌦を上限に法人税の25%を払い戻すほか、190万人の
従業員の給与の一部を補助。他に家計支援を名目に、21歳以上の全国民に現金支給。
・ﾀｲ＝債務の返済期間延長、住宅ﾛｰﾝ金利の引き下げ。航空会社のｼﾞｪｯﾄ燃料税も9月まで
減免。
・香港＝総額300億香港㌦(約4200億円）の経済政策を纏めた。旅行会社、やﾚｽﾄﾗﾝ、小売
店、ﾋﾞﾙの清掃を請け負う管理会社などへの補助。学生に現金支給、ﾏｽｸ会社に補助金給
付。
・台湾＝最大約600億台湾㌦（約2160億円）規模の特別予算編成。観光や運輸など打撃を受
ける産業への減税や補助金を盛り込む。

＊ｳｴｱﾗﾌﾞﾙで治験に在宅参加…自動集計で効率化
体に装着して生体情報を取得するｳｴｱﾗﾌﾞﾙ端末を医療分野で活用する動きが広がった。米
系企業は日本で在宅などでの臨床試験（治験）に使う。武田薬品はﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病患者の症状
分析に活用する。日々の健康管理や病気の解明や新薬開発への応用も視野に入ってきた。
医療分野に深く入り込むことで、ﾃﾞｰﾀの精度を確保する法整備が課題となる。
⦿ｳｴｱﾗﾌﾞﾙ端末を使った医療研究
・大日本住友製薬『腕時計型「ｴﾝﾌﾞﾚｲｽ」』（医薬品の発売後調査）
・武田薬品工業『腕時計型「ｽﾀﾃｨ・ｳｫｯﾁ」』（ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病）
・米ｼﾞｮﾝｿﾝ・ｴﾝﾄﾞ・ｼﾞｮﾝｿﾝ『米ｱｯﾌﾟﾙ「ｱｯﾌﾟﾙｳｫｯﾁ」』（心房細胞の早期発見）
・米ｲｰﾗｲ・ﾘﾘｰ『同上』（認知症の兆候検地を研究）
・順天堂大学『同上』（ﾛｺﾓﾃｨﾌﾞｼﾝﾄﾞﾛｰﾑの研究）
・慶応義塾大学『同上』（不整脈や脳梗塞の研究）

＊料理宅配　独DH　東南ｱｼﾞｱ…韓国同業ｳｰﾜを40億㌦買収
ﾄﾞｲﾂの料理宅配ｱﾌﾟﾘを運営するﾃﾞﾘﾊﾞﾘﾋｰﾛｰ（DH）は、東南ｱｼﾞｱ市場に攻勢をかける。年内
に韓国の同業大手、ｳｰﾜ・ﾌﾞﾗｻﾞｰズを40億㌦（約4300億円）で買収する。同社の買収をてこ
に、東南ｱｼﾞｱで急成長する料理宅配ｻｰﾋﾞｽ市場の総取りを狙う。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの同業のｸﾞﾗﾌﾞな
どとのｼｪｱ争いが一段と激化しそうだ。
・DHは12年から韓国同業2位の「ﾖｷﾞｮ」も展開しており、「配達の民族」と合わせるとｼｪｱが9割
を超えるため、2社を統合せずに競争関係を維持する。

＊「億超え新薬」きしむ保険…遺伝子治療薬、厚労省が承認
価格が超高額な医薬品の相次ぐ登場が医療制度を揺さぶっている。厚生労働省の審議会
は26日、米国で1回2億円を超す価格の付いた遺伝子治療薬の国内での販売を承認すると
決めた。だが、高額医療の自己負担を抑える仕組みが適用されるため患者の負担は小さ
い。治療効果が大きい薬の誕生は喜ぶべきことだ。一方で医療保険の財政はきしみ、持続
可能性が危ぶまれている。
⦿医薬品の自己負担割合は各国で異なる
　日本＝義務教育前2割。現役世代3割、70～74歳2割、75歳以上1割
　独＝10%（最低5ﾕｰﾛ、最高10ﾕｰﾛ）。英＝処方1件9.00ﾎﾟﾝﾄﾞ
　米＝年415㌦まで100%、415～3820㌦25%、3820～5100㌦25%（後発37）

＊中国官民　工場再開急ぐ…奨励金で人集め「交通手段を確保」
春節休暇に故郷の農村に帰った出稼ぎ労働者（農民工）約3億人のうち1億人以上が戻って
いないとみられ、奨励金の積み増しや交通費の肩代わりで早期復帰を促す。また、中国では
感染増加のﾋﾟｰｸが過ぎたとの認識。
⦿工場再開への主な取り組み
　①河南省鄭州市＝・鴻海精密工業が出稼ぎ労働者への奨励金を8割増
　　　　・市政府が1万2千人の出稼ぎ労働者のフックを請け負い
　②広東省＝重点企業に24時間体制で支援、一部企業に学生斡旋
　③山東省＝省政府が出稼ぎ労働者を雇用した企業に千元/人の手当
　④重慶市＝重点企業に出稼ぎ労働者を雇用した企業に最大3100元手当
　⑤福州市＝復帰の交通費を地元政府が負担
　⑥武漢市＝宝武鋼鉄集団が工場の従業員に特別手当



2020/2/28
1$=110.10

東南ｱｼﾞｱ

2020/2/28 東南ｱｼﾞｱ

2020/2/29
1$=108.83

経済

2020/2/29 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊ﾌｧｰｳｪｲ、欧州「5G」攻勢…確実な採用へ積極投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  仏に240億円超投じ新工場
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が、欧州で次世代規格「5G」の需要開拓に向け
投資攻勢に出る。27日にはﾌﾗﾝｽで2億ﾕｰﾛ（約240億円）超を投じて通信機器工場を新設す
ると発表し、英国やｽｲｽにも相次いで研究拠点を設けた。米国が同盟国などに通信網から
ﾌｧｰｳｪｲ製品を排除するよう求める中、欧州では地域経済への貢献などを訴えて巻返しを図
る。
⦿欧州でﾌｧｰｳｪｲは投資を広げている。
　英国＝5Gの研究拠点を開設（19年12月）「一部採用を容認」
　ﾌﾗﾝｽ＝通信機器工場の建設を発表（20年2月）「排除しない方向」
　ﾄﾞｲﾂ＝IT関連の研究拠点を開設（18年11月）「排除しない方向」
　ｽｲｽ＝5Gの研究拠点を開設（19年10月）「通信大手が採用」

＊ｲﾝﾄﾞ4.7%成長　減速続く…10～12月　物価高騰、消費冷やす
ｲﾝﾄﾞ統計局は28日、2019年10～12月期の同国の実質経済成長率が前年同期比4.7%だった
と発表した。同年7～9月期（5.1%）から一段と鈍化した。信用不安で銀行からの資金調達が
難しくなったﾉﾝﾊﾞﾝｸの「貸し渋り」が続いているうえ、19年夏からの悪天候で生産が減った野
菜などの物価が上昇しており、農村を中心に消費が一段と冷え込んでいるため。

＊東南ｱｼﾞｱ新興企業　…配車2強に集中（昨年3割減）
東南ｱｼﾞｱのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業への資金流入が勢いを失い集めた。ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ（VC)などに
よる2019年の投資額は95億㌦（約1兆円）で前年比3割縮小。10億㌦以上を調達したのは前
年の5社から2社に減った。「ﾕﾆｺｰﾝ」の評価が世界的に厳しさが増し、新型肺炎も広がり、有
力ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの収益性が問われる一方、ﾌﾞﾗﾌﾞ、ｺﾞｼﾞｪｯｸの配車2強に巨額資金が集まった。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ　ｽﾏﾎ決済急伸…利用2割増、VNﾍﾟｲなど資金調達
東南ｱｼﾞｱのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業による資金調達が全体的に失速する中、ﾍﾞﾄﾅﾑ・ﾍﾟｲﾒﾝﾄ・ｿﾘｭｰｼｮ
ﾝ（VNﾍﾟｲ）などｽﾏﾎ決済を扱う企業が順調に出資受け入れに成功した。年7%前後という経済
成長を背景にｽﾏﾎ決済額は2019年に前年比2割増え、さらに普及すると見越した動きだ。国
別でﾏﾚｰｼｱは投資額、件数とも減少し、振るわなかった。


